平成２４年８月１０日
　市町農業委員会会長　様
広島県農業会議
会長　藏田義雄
（公印省略）
　　　　　　農業委員会組織における「人・農地プラン」推進「夏の陣」
　　　　　　への取り組みについて（依頼）
　当会議の業務運営につきましては、平素からご理解とご支援をいただき、厚くお礼を申し上げます。
　さて、本年度の重要な農政課題となっております「人・農地プラン」の推進につきましては、農業委員会組織の役割・使命である遊休農地対策および農地集積の活動の一環として、市町村および関係団体と連携して積極的に取り組むこととしているところです。
　このたび、全国農業会議所において、農林水産省との協議等で出された意見等を踏まえて、別紙のとおり、「人・農地プラン推進に向けた農業委員会「夏の陣」に関する農業委員会組織の取り組み方針について」が取りまとめられました。
　つきましては、特に以下の点にご留意を頂き、人・農地プラン推進に向けた農業委員会「夏の陣」の取り組みをいただきますようお願いいたします。　　　　　　　　
１．取り組み方針の考え方
　１）市町村等との連携体制の整備
　農業委員会総会等へ市町村担当者を呼んで勉強会を開催するなど、プランの推進状況等を把握し、農業委員会として取り組むべき事項を検討しつつ、必要に応じて市町村長に関係機関団体も含めた推進体制の整備を働きかけます。
　２）啓発活動の強化
　農業委員会として、人・農地プランの推進を契機として、遊休農地の解消や農地集積を進めるべく、同プランの簡易なチラシを農家に配布するとともに、農業者との意見交換会を開催するなど、地域の機運を醸成します。
　チラシは農業委員会で加工可能なように電子ファイルで広島県農業会議ホームページ情報ＢＯＸの「ひろしま・農地と担い手を守り活かす運動」（http://h-kaigi.jp/johobox/data/01/box/4.html）の中へ掲載しています。また、全国農業図書でカラーで発行したチラシを、農地制度実施円滑化事業の事業計画の変更等の手続きにより活用頂くこともできます。なお、補助金の追加申請を検討される場合には、県との連絡調整が必要ですので、事前に農業会議へご連絡ください。
　３）農地情報の整備と活用
　農地パトロールで農地法に基づき管内の農地の利用状況を把握するとともに、関係機関・団体との役割分担のもとで実施した意向調査結果等を活用して農地利用現況図を作成するなど、農地集積の方向性を示し、人・農地プランの検討に役立てます。
　また、戸別所得補償制度の下で、市町村に提出されている「調整水田等の不作付地の改善計画」については、当年度が改善計画の達成予定年度を迎えるものも多いことから、利用状況調査においても現況を確認し、不作付地を有する農業者に対して、どのような指導を行うことが必要か検討中です。
 ４）個別相談、利用調整活動
　一つ一つの遊休農地の状況や農家の意向に対応し、農地の有効利用に結びつけます。担い手の選定については、既存の認定農業者等の意欲を活かすことを第一としつつ、地域内に担い手のいない場合については、他地域や他業種からの参入も含めて、活用方策を検討します。
　５）活動のフォローアップについて
　規制・制度改革などでは、農業委員会のあり方などが問われる状況にあります。　こうした中では、農業委員会活動をさらに目に見えるものとしていく必要があります。つきましては、５月２４日付け文書でお願いしている「人・農地プラン」の作成に向けた活動状況の月次報告（月末締め、翌月中旬報告）につきまして、引き続きご協力頂きますよう重ねてお願いいたします。
　さらに、「夏の陣」の取り組みについては、全国農業会議所会長名で農業委員の皆さま宛てのお願い文（別添参照）が送付されてきましたので、ご配布下さい。
２．送付する資料について
　１）　人・農地プラン推進に向けた農業委員会「夏の陣」に関する農業委員会組織の取り組み方針について
　　　参考１　人・農地プラン推進に向けた農業委員会系統組織のさらなる取り組み
　　　参考２　農地パトロールから意向調査、農地基本台帳の情報を活用した地図作成まで（人・農地プラン推進における農業委員会の役割【イメージ】）
　２）ご存じですか？『人・農地プラン』（簡易チラシ案）
　３）農業委員の皆さまへ  人・農地プラン　夏の陣の取り組みのお願い
　４）農地制度実施円滑化事業費補助金（農業委員会）の主な補助対象経費について
